
★無料法律相談のお知らせ

次回は、３月１１日(火)午後1時30分から

です。

※事前にご連絡ください。

中原まさゆき　５５４－１１６３

市川えい子　５５４－１１４０

鈴木たくや　０８０－１０５８－９４５０

横田基地

戦争司令基地への変質に市民が力あわせ反対の声をあげよう

　全国ですすめられている「米軍再編」。その目的は「沖縄の基地負担軽減をは
かるため」と語られることがあります。しかし実際には、米軍が日本全土を舞台
にして、これまで以上に軍事作戦を強めていくこと、また、自衛隊が米軍の軍事
作戦に協力させられていくことが本当の狙いであると私たちは考えています。そ
うした中、横田基地には日米共同司令部が設置されるなど、戦争司令部としての
機能強化がすすめられています。今回は、昨年１２月議会で鈴木議員がおこなっ
た質疑と、今月２日羽村で開催された「横田基地を考えるシンポジウム」につい
てお伝えします。

横田基地を固定化し、危険な基地へと変質させる「米軍再編」に反対を
鈴木
羽村市でも、市長を先頭に、横田基地を固定化し危険な基地へと変質をとげる米
軍再編に対して、きっぱりと反対の態度を貫いていくこと、そして、基地被害の
軽減、基地返還にむけた努力をさらに強めることを求める立場から質問いたしま
す。

自衛隊が横田基地へやってくる
鈴木
「航空自衛隊航空総隊司令部」移駐について、施設の規模、総事業費、移駐後の
基地運用などはどうなっていると認識しているか。

市長
　今回の「航空自衛隊航空総隊司令部」の移駐に関して、（中略）工事は平成２
０年４月以降に着手されること、工事規模は、地上３階、地下２階、庁舎部分と
機械棟を併せ、建築面積約４千６００平方メートルの建物を、基地内の福生市部
分に建設するということを聞いております。
　移駐してくる部隊の現在の隊員数は、約６００名、また、昨年の１０月に司令
部の本体工事費が約１５０億円ということは聞いております

テロとのたたかいを任務にした「ケニー司令部ジャパン」が横田に
鈴木
今年１月、ケニー司令部ジャパンが横田基地におかれたと言われているが、この
部隊の人数や役割は何であると認識しているか。

市長
　平成１９年１月９日付けで、現在の防衛省北関東防衛局から（中略）情報提供
がありました。
その内容は、「米空軍は、横田飛行場において第１３空軍第１分遣隊を立ち上げ
、第６２４航空管制隊を第５空軍から第１３空軍に所属換えを行う。
 この第１３空軍の司令部はハワイに所在し、この分遣隊の人員は全て既存の第５
空軍の人員をもって充てられる。この組織変更による在日米軍の人員の増加は予
定されておらず、また、住宅や施設、地域社会に対する重要な影響はない。」と
のことでありました。

　また、同時期に出された米軍からのプレスリリースによれば、この分遣隊は、
航空自衛隊、横田基地内の第５空軍、ハワイにある第６１３航空宇宙運用センタ
ーと調整し、日本における航空運用の企画計画、調整及び執行を行うこととされ
ているとのことであります。

横田も舞台に大規模な日米軍事訓練がおこなわれている
 (4）平成19年度日米共同統合演習が、米側8,500人、日本側22,500人、あわせて
３万人以上の参加で、11月に約２週間にわたりおこなわれたようである。横田か
らも参加したこうした演習の全体像について、羽村市は事前に市民に広報すべき
ではないか。また、こうした日米の軍事一体化について、市長は反対すべきだと
考えるが、どうか。

市長
原則として、横田基地において通常以外の演習等訓練が実施される場合、議員各
位にお知らせするとともに、市のホームページ等に掲載し、市民の皆様にお知ら
せしております。
（中略）
　日米共同統合演習に関する全体像の広報というご質問ですが、この部分につい
ては、国が行うべき事項でありますので、市の広報でお知らせしていく考えはあ
りません。
　また、日米の軍事一体化について反対すべきとのご質問ですが、国防は国の専
管事項であり、日本全体を視野に考慮しなければならない重要な事項であること
から、一自治体の長として見解を述べる性格のものではないと考えております。
　しかしながら、基地が所在する自治体として、市民の皆様が安心・安全に暮ら
せる生活基盤の確保は最重要でありますので、引き続き騒音対策や安全確保につ
きましては、要請していきます。

米軍再編の受入れをせまるための「米軍再編交付金」
 (5）横田基地周辺の自治体には米軍再編交付金が交付されるという。具体的に横
田基地周辺の自治体および羽村市への交付金がどうなるのか。また、再編交付金
は、座間、岩国、名護などは除外されている。米軍再編に反対する自治体には交
付しないという手法は地方自治を真っ向から否定するものだと考えるが、米軍再
編交付金についての市長の見解をうかがいたい。

市長
横田基地に隣接する５市１町については、平成１９年１０月３１日の防衛省告示
により横田飛行場に関係する市町村として指定されており、羽村市については、
平成１９年度に２千５９５万円の交付を受けることとなっております。
　また、今回の再編交付金については、現在実施されている在日米軍の再編によ
り、従来よりも影響が増える市町村について、その地域における住民生活の安定
と地域産業の振興や地域社会の発展のために、国が特別の措置を講じるものであ
ると理解しております。

２．２横田基地を考えるシンポジウム　ＩＮ　羽村コミセン
２３０名の参加で会場熱気

去る２月２日に羽村コミセンでおこなわれた「横田基地を考えるシンポジウム」
。米軍再編で横田基地はどうなっていくのか、市民はなにをしたらいいのか、真
剣にパネリストの発言に耳を傾ける参加者で会場は熱気いっぱいでした。報道か
らお伝えします。
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●自衛隊と米軍が一体化をすすめ、「地球規模でのテロとのたたかい」を任

務とする部隊（ケニー司令部）が新設される

・・・横田基地は従来の輸送中心の基地から、戦争司令基地へと変質をとげ

ています。こうした危険な動きを許さない世論をご一緒に広げましょう！


